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デジタルカメラと
カメラ付携帯電話の動向

　デジタルカメラは、昨今の日本のデジタル家電景気を支える重要製品の１つである。

日本の企業は、1995 年に始まった市場の立上りから急激に国際競争力を発揮して 80％

という高い市場シェアを獲得してきた。そして、既に国内において、デジタルカメラ市

場は飽和しつつあり、淘汰が始まっている。生き残ったメーカーは、未だ飽和しきって

いない海外市場の争奪を巡って熾烈な競争を展開している。また、カメラメーカーの老

舗は、一眼レフ型の高級デジタルカメラ市場に力を入れはじめている。

　一方、小型のデジタルカメラモジュールを搭載した携帯電話の市場規模が 2001 年よ

り急速に拡大しつつあり、携帯電話の 2004 年度までの総生産台数５億台のうち、カメ

ラ付きは 1.8 億台にも達している。カメラ付き携帯電話に搭載されている撮像素子と光

学モジュールの 80％は日本製であり、ここでも日本の企業は強い国際競争力を発揮し

ている。

　本レポートでは、先ず、デジタルカメラの基本構造と国際市場を分析し、従来のフィ

ルムに相当する撮像素子とレンズ光学系の技術開発力が、強い国際競争力の源泉である

ことを明らかにする。そして、ここ数年のカメラ付き携帯電話の急進展という新たな国

際競争の局面を迎えたデジタルカメラ技術と産業の今後の動向を探る。

　そして、光学モジュール小型化のブレイクスルーとなり、携帯電話への搭載を狙った

「可変焦点液体レンズ」という技術イノベーションへの挑戦が、韓国サムスン社と提携

したフランスの大学発ベンチャー Varioptic 社、および、欧州の老舗である Philips 社に

より新たなビジネス構築に向けて推進されている事実を取り上げる。特に前者は、日本

が目下、国を挙げて推進中の産学連携の好事例と見られるからである。

　日本の産学連携はここ数年で体制が整い、大学発ベンチャーの数的目標であった

1,000 社が達成され、いよいよ質が問われる段階に入った。質の向上という観点から、

今回のフランスの大学発ベンチャーである Varioptic 社の事例を見ると、経済がグロー

バル化した今日にあっては、その国が必ずしも強い国際競争力を持っていない産業分野

でも、質の高い大学発ベンチャーが育つ可能性が十分あるということがわかる。

　また、Varioptic 社の例のように、技術のコアが深く、大学発ベンチャー開始後の「競

争力のコア」を既に備えており、むしろ特許を結果として出すタイプのベンチャーも大

学発ベンチャーの質の向上に大きく寄与する可能性が高い。

　従って、研究資金を助成する日本の政府の機関や研究を管理する大学内の機関は、“競

争力のコア”をさらに強化するために、フェーズの若いテーマについては、ある程度の

期間、長い目で功を焦らず忍耐強く、研究の進む方向の妥当性を研究者とともに確認し

あいながら、研究者の個性と主体性を十分重んじる管理の仕方が重要であると考える。
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　日本のデジタルカメラ産業は、

昨今の日本のデジタル家電景気を

支えている重要な製品の１つであ

る１，２）。これは、「誰にもまねの

できないものを、誰にもまねされ

ない方法で作る」というビジネス

戦略が功を奏したのであり、1995

年に始まった市場の立上りから急

激に国際競争力を発揮して高い市

場シェアを獲得してきた３）。その

反面 10 年の年月を経て、この技

術イノベーションの波に乗りきれ

ず苦境に立たされているカメラ関

連企業もある。実際に、2005 年５

月 28 日、DPA 通信は、ドイツの

アグファ・フォト社が破産したと

報道した。同社はこれまで、日本

の譁富士写真フィルム、および、

米国のコダック社と並んで世界の

ビッグスリーと称せられていた写

真フィルムメーカの老舗である。

　そしてさらに、既に国内におい

て、デジタルカメラ市場は飽和し

つつあり、日本のカメラメーカ間

で淘汰が始まっており、京セラ譁、

譁オリンパス社、譁ペンタックス

社が相次いで生産規模を縮小した

と報道されている。このような競

争の中で、シェアを伸ばしている

譁キヤノン、譁カシオ計算機、譁

ソニーなどは、未だ飽和しきって

いない海外市場の争奪を巡って熾

烈な競争を展開している。また、

カメラの老舗である譁ニコンや譁

キヤノンなどは、一眼レフ型の高

級デジタルカメラ市場に力を入れ

はじめている。

　一方、小型のデジタルカメラモ

ジュールを搭載した携帯電話の市

場規模が 2001 年より急速に拡大

しつつあり、携帯電話の 2004 年

度までの総生産台数５億台のう

ち、カメラ付きは 1.8 億台にも達

している。カメラ付き携帯電話に

搭載されている撮像素子と光学モ

ジュールの 80％は、松下電器譁、

ソニー譁、シャープ譁、コニカミ

ノルタ譁４）などの日本製であり、

ここでも日本の企業は強い国際競

争力を発揮している。

　本レポートでは、デジタルカメ

ラの技術とビジネスの両面で日本

がこれまで発揮してきた強い国際

競争力の源泉が何であったかを先

ず明らかにする。そして、ここ数

年のカメラ付き携帯電話の急進展

という新たな局面を迎えたデジタ

ルカメラ技術と産業の今後の動向

を探る。特に、主として携帯電話

への搭載を狙った「可変焦点液体

レンズ」という新たな技術イノベ

ーションへの挑戦が、フランスの

大学発ベンチャー、Varioptic 社

によって推進されている事実に注

目する。同社は、ノキア社、モト

ローラ社に次いで世界第３位の携

帯電話シェアを持つ韓国のサムス

ン社と技術提携を結んで本格的な

ビジネス構築に向けて邁進してお

り、日本が目下、国を挙げて推進

中の産学連携の好事例と見られる

からである。

　2005 年５月に経済産業省が発表

した統計によると、日本の大学発

ベンチャー企業の数は、1,099 社

に達した。これは、2001 年に立て

られた数的目標が産官学の努力に

より３年の歳月を経て達成された

数である。そして、これからは、

大学発ベンチャーの質的向上、す

なわち、経営の自立性が問われる

段階に来ている。本レポートは、

このような状況の中で、Varioptic

社をフランスの大学発ベンチャー

の典型例とし、その立上げの経緯

やフランス政府からの支援状況な

どを見て、質の向上に向け邁進中

の日本の大学発ベンチャー育成の

進め方への提言を行う。

科学技術動向研究

デジタルカメラと
カメラ付携帯電話の動向
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デジタルカメラとカメラ付携帯電話の動向

　デジタルカメラの原型である電

子式カメラは、1981 年発表のソニ

ーによるアナログ式の「マビカ」

にはじまり、その後 1989 年に富

士写真フィルムと東芝がデジタル

式を発表した。しかし、当時は未

だ、パソコンなど周辺機器の対応

が整っていなかったため市場は立

ち上がらず価格も高かった。とこ

ろが、Windows95 の発売と同時

に始まったパソコンの普及に牽引

され、1995 年にカシオ計算機譁が、

民生用として初のデジタルカメラ

を発売してから急速に市場が立ち

上がった。そして、これに続くイ

ンターネットの浸透によってさら

に普及が加速された。

　今にして見ると’81 年から’95 年

までの 14 年間は、デジタルカメ

ラ産業が飛躍するための助走期間

であったと言えよう。この期間は、

研究開発の管理者にとって研究の

方向付けに細心の注意が必要であ

るが、むしろ、研究開発のイニシ

ャティブは研究開発者の自主性に

委ねられるべきであり、研究管理

者にとってはパソコンの普及など

周辺状況が整うまで成果を焦らな

い忍耐が要求される期間であった

ともいえる。

　このようなデジタルカメラの基

本構成は、図表１に示すように、

撮像素子、結像光学系、イメージ

プロセッサー（DSP）、液晶モニ

ター、バッファメモリー（DRAM）、

カードメモリ（フラッシュメモ

リ）、そして、これらを駆動する

電子回路と制御メカニクスなどか

ら成り立っている。デジタルカメ
ラの心臓部である撮像素子には、

CCD（Charge Coupled Device）、

あるいは、CMOS （Complementary 

Metal Oxide Semiconductor）と呼

ばれる電子デバイスが使われてお

り、撮像素子上に結ばれた像の光

量分布が光電変換される。得られ

たアナログの電気信号はイメージ

プロセッサとバッファメモリの働

きによってデジタル信号に変換さ

れ、フラッシュメモリ（書き換え

可能、かつ電源を切っても記憶保

持可能）からなるカード型メモリ

に貯蔵される。

　もう１つの心臓部は、撮像素子
上に被写体の像を結ぶためのレン
ズ光学系である。レンズ光学系は

収差を除去するために、数枚の非

球面レンズから成り立っている。

また、光学系にズーム機能を持た

せるために、組みレンズの焦点距

離や、レンズと撮像素子の間隔を

変える機構とアクチュエーターが

必要であり、実装上一定のスペー

スが要求される。

2   デジタルカメラの開発歴と基本構成 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

図表１　デジタルカメラの基本構成

3   デジタルカメラの国際競争力の分析 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

３‐１

デジタルカメラの市場分析

　このような構造を持つデジタル

カメラは、パソコンの画像入出力

機器として打って付けであるため

業務用から家庭用まで幅広く普及

している。その結果生産台数の伸

びは著しく（図表２）、総生産高

に占める輸出の割合も年々増加し

図表２　デジタルカメラとフィルムカメラの生産台数推移

カメラ映像機器工業会統計資料をもとに科学技術動向研究センターで作成
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デジタルカメラとカメラ付携帯電話の動向

ている（図表３）５）。

　さらに、図表４に示すように海

外市場における日本企業のシェア

は、80％に上り日本企業の国際競

争力の圧倒的な強さが実証されて

いる。

３‐２

撮像素子

　このように強い国際競争力の源

泉を探るために、デジタルカメラ

の心臓部である撮像素子（CCD、

あるいは CMOS）の画素数（ピク

セル数）ごとの出荷額を調べた（図

表５）５）。1M ピクセル以下に始ま

った画素数は、年々増加の一途を

たどり、最近は 5M から 6M の製

品の出荷台数が最も多い。すなわ

ち、出荷台数のピークがより多く

の画素数へ向けて年々シフトして

いる。これは、従来よりも高位の

撮像素子を搭載したデジタルカメ

ラが発売されると消費者は、そち

らの素子を搭載した高位製品を選

択するため、低位製品の市場がす

ぐに飽和してしまうからである。

つまり、画素数の増加が市場を牽

引してきたといえるのであり、こ

れが撮像素子の先端技術開発力を

有する日本企業が圧倒的な国際競

争力を発揮出来た理由の１つであ

る。実際、デジタルカメラに搭載

されている撮像素子は、譁ソニー

や松下電器譁製などであり、これ

らがシェアの大半を占有し、間接

的にデジタルカメラの市場を牽引

してきたと言える。

　しかしながら、例えば画素数が

4M と 7M の撮像素子で写した場

合、印画紙のサイズが A4 と大き

くなっても、人間の目には画質の

差はほとんど見分けられない。従

って、普及型のデジタルカメラ

の画素数は飽和する可能性があ

る。但し、写し取った画像の一部

をトリミングによって拡大する場

合は、当然、画素数が多いほど有

利である。そのため、4M 以上の

画素数を持つデジタルカメラは、

プロ向けや趣味性の高い用途に展

開し、一般用途よりも高い光学性

能を持つ高級一眼レフカメラの方

向に向かう。その結果、いわゆる

普及型デジタルカメラの競争の場

は、画素数向上という性能競争か

らコスト競争に変容していくと予

想することができ、日本の企業は、

韓国、台湾、そして、中国の光

学メーカーとこれまで以上に熾烈

なコスト競争に巻き込まれること

になる。すなわち、普及型デジタ

ルカメラという範疇で考えている

図表３　デジタルカメラ総生産額に占める
 国内出荷額と輸出額の推移

カメラ映像機器工業会統計資料をもとに科学技術動向研究セ
ンターで作成

図表４　日本企業の世界シェア

カメラ映像機器工業会５）、ガートナー社６）、電子情
報技術産業協会７）資料に基づき科学技術動向研究セ
ンターで作成

図表５　画素数毎の出荷額の年次推移

カメラ映像機器工業会統計資料をもとに科学技術動向研究センター
で作成
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と、画素数増加という日本企業の

牽引力が弱まる可能性がある。

３‐３

光学系

　日本の企業が国際競争力を発揮

してきたもう１つの源泉は、光学

系の設計と製造技術４）である。現

在多くのデジタルカメラに搭載さ

れているレンズには、光学ズーム

に代表される高度なレンズ設計技

術と、光ディスクのピックアップ

用に開発されたガラスモールドレ

ンズやプラスチックレンズ８）の

製造技術が活用されている。すな

わち、ここで使われているレンズ

は、収差除去のために非球面形状

をしており、モールド用の金型を

使って大量に生産される。金型の
作成やレンズのコーティング技術
は、ノウハウの固まりである。つ

まり、「誰にもまねのできないも
のを、誰にもまねされない方法で
作る」という戦略がそのままあて
はまるケースであり、日本の光学
メーカや電機メーカのお家芸とし
て世界の最先端を走って来た。日

本の光学メーカは、このような高

い光学技術を今後も維持できるの

であろうか？　このような問題意

識で次にカメラ付き携帯電話の動

向を探る。

4   カメラ付き携帯電話の潮流蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１

カメラ付き携帯電話の
市場動向と技術課題

　図表６は、デジタルカメラの市

場の変容を図式的に表したもので

ある。すなわち、デジタルカメラ

は撮像素子のピクセル数の増加と

ともに進展してきたが、今後は少

なくとも３つの方向に多様化する

と予想される。１つは従来の延長

線である。２つは 5M ピクセル以

上の撮像素子を搭載した高級一眼

レフ式デジタルカメラの方向であ

る。そして、３つ目がカメラ付き

携帯電話９）である。

　これらのうち、カメラ付き携帯

電話の生産台数は、デジタルカメ

ラと同様、既に急速な伸びを示し

ている。図表７は、カメラ付き携

帯電話の市場実績と今後の予測で

ある６，10）。2004 年の実績で、５億

台。そのうちカメラ付きは 1.8 億

台であるが、2008 年には７億台と

なり、その 90％以上がカメラを搭

載しており、60％がズーム機能を

持つと予想されている。

　携帯電話に搭載されている受光

器の画素数は、現状ではデジタル

カメラの画素数よりも少ない。そ

して、30 万画素の光学モジュール

は中国で生産されており、1M 以

上の画素数の光学モジュールは日

本で生産されている。

　従って、デジタルカメラの価

格競争によって下がった低価格

の撮像素子の応用先は、携帯電話

用カメラの方にシフトして行くと

予想される。さらに、撮像素子の

画素数が増えても、チップサイズ

は変わらないので、１枚のウエハ

から採取できるチップの数は変わ

らない。そのため、歩留まりさえ

確保されれば、画素数の増加に応

じて生産コストが高くなることは

ない。その結果、携帯電話に搭載

される撮像素子の画素数は、増加

の一途をたどり、携帯電話市場に

おいてもその伸びの牽引役の一端

を担うのは撮像素子の画素数であ

る。かつて DRAM のコスト競争

で日本の電気メーカに勝ち抜いた

企業の１つである米国の Micron

図表６　デジタルカメラ市場の多様化

図表７　カメラ付き携帯電話市場の実績と今後の予測

ガートナー社６）、および、Varioptic 社 10）の資料をもとに科学技術動向研究セ
ンターで作成
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社が CMOS の撮像素子生産に力

を入れはじめており、着実にシェ

アを伸ばしていることにも注意が

必要である。

　ところが、携帯電話に搭載でき

るレンズ光学系のモジュールは、

自動焦点機構やズーム機構を含め

てデジタルカメラの場合よりも相

当小型である必要がある。図表８

は、2005 年５月にサムスン社が発

表した従来式の光学３倍ズーム光

学系を搭載したカメラ付き携帯電

話である。写真からわかるように、

レンズ光学系が固定焦点の場合よ

りも大きくなり、携帯に十分適し

ているとは思えない。また、携帯

電話の落下試験は 1.8m と高く、

作動回数も５万回であり、通常の

デジタルカメラよりも厳しい。さ

らに、今後も HDD（ハードディ

スク）搭載やスイカ機能など携帯

電話の高集積化や多機能化は益々

進展するのでこれまで以上に部

品の小型化と省電力化が必要であ

る。従って、光学系の小型化やズ

ームレンズの駆動用機械系の耐衝

撃性、さらには撤廃への要求は強

くなる一方であり、何らかの技術

ブレイクスルーが期待されること

になる。

４‐２

可変焦点液体レンズの登場

　光学系の小型化のブレイクスル

ーへの挑戦は既に存在し、今年の

CeBIT’05（国際情報通信見本市・

ハノーバメッセ・３／ 10 ～ 16）で、

フランスのベンチャー、Varioptic

社 10）がサムスン社と共同で試作

品の発表を行った。

　CeBIT’05 の主催者によると、

今年の傾向は、いわゆるハード製

品の市場規模が全体の４分の１に

縮小されているという。その狭く

なったハード市場に韓国、台湾、

中国など東アジアの国々の企業が

ひしめきあい、日本のハードメー

カーは、これまで以上に厳しい低

コスト競争に巻き込まれる。そし

て、その市場の大きな部分を占め

る携帯電話の部品ビジネスにフラ

ンスの大学発ベンチャーがサムス

ン社と組んで参入するというので

ある。

　今回の CeBIT’05 のキーワード

は Digital Convergence（デジタル・

コンバージェンス／統合）であっ

た。すなわち、デジタル技術を“か

なめ”にサービス、ソフト、テレ

コム、そして、ハードが統合され

る図式であり、このデジタルな市

場が、これら４つの分野で等分さ

れている状況である。例えば IBM

社の戦略「PC 部門を中国企業に

売却」に端的に示されるように、

特に米国企業は IT 技術を活用し

た、より生産性の高い知識集約型

のハード以外のビジネスに力を入

れており、ポスト工業化社会へ向

けて年々、一歩一歩進行している。

　CeBIT’05 の展示社数は、6,270

社（昨年は6,109社）、総展示面積は、

308,881平米（昨年は312,539平米）、

参加者数は７日間で 48 万人（昨

年は 51 万人）であった。これら

の数字から、この見本市の規模が

いかに巨大であるか容易に想像で

きる。展示社数の国別ランキング

は、図表９に示したとおりであり、

今回も、東アジア諸国の大躍進ぶ

りが、はっきりと数字にあらわれ

ている。

　CeBIT’05 でのデジタル家電の

広大な展示ブースでは、譁松下電

器が手ぶれ補正付きデジタルカメ

ラの大がかりで派手な宣伝を行っ

た。しかし、特に新しい技術が発

表されたわけではない。これに対

図表８　従来技術による光学３倍ズーム付き
 携帯電話モデル

３倍ズーム
光学系

サムスン社提供写真に基づき科学技術動向研究センターで作成

図表９　CeBIT’05 出展社数の国別ランキング

主催者資料に基づき科学技術動向研究センターで作成



科 学 技 術 動 向　2005年 7月号

24 Science & Technology Trends   July  2005 25

デジタルカメラとカメラ付携帯電話の動向

し、サムスン社は、前述のフラン

スの大学発ベンチャーVarioptic

社の試作品である電圧印加式可

変焦点液体レンズを搭載したカメ

ラ付き携帯電話の試作品を展示し

た。そのモデルは、図表８に示し

たモデルとは異なり、概観は従来

のカメラ付き携帯電話と変わらな

いのにズーム機能を持つという。

技術提携額は 120万ユーロと報道

されている。

　図表 10は、Varioptic 社の可変

焦点液体レンズの原理である。す

なわち、光学系は、水、および、

油の液滴レンズからなるダブレ

ットである。液滴は、表面張力に

より球面状となりレンズ効果を持

つ。単一のレンズでは、色収差や

球面収差が発生するため、凸レン

ズと凹レンズを組み合わせたアク

ロマチック（色消し）な構成とな

っている。図表 10の左側の図は、

電圧が印加されていない状態であ

り、レンズへの入射光はレンズを

通過後発散する。しかし、右側の

図のように、電極に 40Vの電圧

を印加するとレンズ曲率が増加し

てジオプトリ（屈折力：焦点距離

の逆数）が大きくなり、入射光は

レンズを通過後収束する。すなわ

ち、レンズの焦点距離を変えるこ

とができ、自動焦点機能を持たせ

ることができる。さらに、このユ

ニットを二式設置すればズーム機

能を機械系とそれを駆動するモー

ターなしで実現できるというので

ある。

　カメラに要求されるレンズの屈

折力指標であるジオプトリ25（焦

点距離 40mm）を達成させるため

の印加電圧は、開発当初 250Vと

高かった。しかし、図表 11に示

すように、Varioptic 社の技術陣

の努力により、５年の歳月を経て

40V以下まで低減されており実用

化のレベルに達している。このよ

うに、可変焦点液体レンズは、低

コスト、耐衝撃、省電力、高速、

小型などカメラ付き携帯電話に搭

載される光学モジュールとして格

好の特徴を秘めている。

　カメラ付き携帯電話への搭載

を狙った液体レンズの開発は、

オランダの大企業 Philips 社で

も行われている 11）。特許的には

Varioptic 社の方が早いと同社は

喧伝しているが、図表 12に示す

ように完成度は両社でほとんど接

近している模様である。Philips 社

は、何に積むかは明らかにしてい

ないが、既に量産ラインを準備し

ているという。

　ベンチャー企業はスタート時

点では大企業よりも優位に進展す

るが、いよいよ製品化となった場

合、信頼性や品質を保障せねばな

らず、しかも大量生産ということ

になると、大企業が有利である。

Varioptic 社も、量産は、例えば

サムスン社のようなライセンス先

で行い、自社では試作品開発に止

めるとしている。今後の両社の動

向が注目される。

図表 10　可変焦点レンズの原理

Varioptic 社の資料をもとに科学技術動向研究センターで作成

図表 11　印可電圧低減の歴史（25 ジオプトリ）

Varioptic 社の図をもとに科学技術動向研究センターで作成

図表 12　Philips 社の可変焦点液体レンズ

Philips 社提供写真をもとに科学技術動向研究センターで作成
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　ここで、カメラの歴史を振り

返ると、現在普及しているカメラ

の原型の発明は、米国のコダック

社でもドイツのアグファ・ゲヴァ

ルト社でもなく、フランスの画家

Louis Daguerre （1799 ～ 1851）に

よってなされ 1839 年に発表され

た 12）。カメラ技術は、その後、ド

イツやアメリカに渡った。アメリ

カ で は、George Eastman（1854

‐1932）によって設立されたコダ

ック社が 1888 年に発売したロー

ル式カメラによって急速に一般に

普及した 13）。ところが、フランス

には、カメラ産業はほとんど存在

していない。従って、カメラ技術

の発明はフランスでなされ、ビジ

ネスはアメリカで成立したといえ

る。因みにこれは、トランジスタ

の発明がアメリカでなされ、日本

で開花したという過程に類似して

いる。

　したがって、今日のフランス

においては、カメラ産業の技術

イノベーションは大学発でしか

ありえない。因みに、同じよう

な事態が最近、米国の大学でも

起きている。すなわち、半導体

の露光装置について、現状では、

アメリカの企業は国際競争力を

持っていない。にもかかわらず、

MIT が液浸リソグラフィーとい

う技術イノベーションのきっか

けを打ち出し、いわゆる ITRS

（International Technology Road 

Map for Semiconductors）ロード

マップを３世代先までブレイクス

ルーした事例がある（拙著：科学

技術動向 2004．514））。

　可変焦点液体レンズというユ

ニークな技術の発明者は、元フラ

ンスの大学の教職にあり、国立科

学研究センター（National Center 

for Scientific Research）の研究科

学者でもあった Bruno Berge 氏

である 15）。もちろん、液体レンズ

の本格的な実用化には、耐温度変

化などの品質保証や組み立てコス

トに課題が残っている。また、光

学系を従来の機械式で小型化する、

あるいは、5Mの撮像素子の画素数

を３倍増やして15Ｍにし、３倍の

デジタルズームで5Mの画質を得

るなどという方法も考えられる。

　そして、仮に、液体レンズが

大量生産やコスト課題に応えら

れず、カメラ付携帯電話への適

用が困難であった場合でも、た

とえば胃カメラ用の光学ヘッド

などへの応用もある。したがっ

て、液体レンズがもし何らかの

形で上手く製品化されれば、日

本の応用光学分野に携わってい

る大学の研究者がせっかくの機

会を見逃してしまうことになり、

残念な結果となる。それは、日

本の大学の研究者の方が、最先端

のデジタルカメラや胃カメラの技

術に接する機会が多く、発明のチ

ャンスにより恵まれていると思え

るからである。

　Bruno Berge 氏によって創立さ

れた Varioptic 社は、2002 年、フ

ランスのリヨン市の Lyon-Gerland 

Technopole16）に設置された。創

立当時から1999年にフランスで成

立したイノベーション法に支えら

れ 20）、ANVAR（National Agency 

for the Valuation of Research）、

Créalys（ローヌアルプ・インキ

ュベータ）、University of Joseph 

Fourier、Région Rhône-Alpes（ロ

ーヌアルプ地域圏）、Rhône-Alpes 

Entreprendre（ローヌアルプ起業

者支援）、そして、Ministere de la 

Recherche（フランス研究省）か

ら支援を受けている。

　Berge 氏によると、可変焦点

レンズの開発は、ジョセフ・フ

ー リ エ 大 学（Université Joseph 

Fourier ／ Grenoble I）、及び、リ

ヨン国立高等師範学校（Ecole 

Normale Supérieure de Lyon）に

おける 10 年間にわたる研究の結

実であるという。すなわち、研

究は 1990 年ごろに開始し、主力

の特許登録は 1999 年（WIPO：

99018456）であり、政府からの支

援を受けたのは、2002 年からであ

る。1990 年当時は、デジタルカメ

ラもカメラ付き携帯電話も存在し

ていなかった。従って彼は、液体

物理の専門家として、応用の出口

を意識しない“Electrowetting”の

基礎研究を数年間じっと耐えて

継続した頑固な研究者であったよ

うに見える。因みにデンマークの

ノーベル賞理論物理学者、ニール

ス・ボーアの最初の論文は「液体

の表面張力の測定」であった 17）。

従って、“Electrowetting”の研究

は、相当基礎的なテーマであった

と推定できる。つまり、Berge 氏

はこの水面下での期間に専門を深

め、“Electrowetting”のメカニズ

ムを深く研究し、技術のコアを作

り上げ、研究自体の主体性を先ず

獲得した、つまり、「競争力のコア」

としたのである。

5   フランスの技術イノベーションの伝統とVarioptic社 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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　以上の事例をもとに、日本の

大学発ベンチャーの進め方につい

て議論する。そこで、日本の大学

発ベンチャーの現状を見ると、そ

の数については、図表 13 に示す

ように 1099 社に達した（2005 年

５月に経済産業省が発表した統

計 18））。これは、2001 年に立てら

れた数的目標（1,000 社）が、産

学官の３年にわたる努力の結果達

成された数である。そして、経済

産業省は、これからは、「創出促

進から成長支援に向け、量から質

に転換することを通じ、経済活性

化への寄与が期待」される 18）と

コメントしている。

　質の向上という観点から、今回

のフランスの大学発ベンチャーで

ある Varioptic 社の事例を見ると、

経済がグローバル化した今日にあ

っては、その国が必ずしも強い国

際競争力を持っていない産業分野

でも、質の高い大学発ベンチャー

が育つ可能性が十分あるというこ

とである。これは、広く産学連携

について言えることであり、前回

報告した半導体露光装置の液浸リ

ソグラフィーによるブレイクスル

ーのきっかけが、この産業分野で

必ずしも国際競争力の強くない米

国の MIT から出たという事例 14）

によっても理解できる。

　また、Varioptic社の例のように、

技術のコアが深く、大学発ベンチ

ャー開始後の「競争力のコア」を

既に備えており、むしろ特許を結

果として出すタイプのベンチャー

も大学発ベンチャーの質の向上に

大きく寄与する可能性が高いとい

うことである。

　従って、研究資金を助成する日

本の政府の機関や研究を管理する

大学内の機関は、“競争力のコア”

をさらに強化するために、フェー

ズの若いテーマについては、あ

る程度の期間、功を焦らず忍耐

強く、研究の進む方向の妥当性

を研究者とともに確認しあいな

がら、研究者の個性と主体性を

十分重んじる管理の仕方が必要で

あると考える。

6   日本の産学連携の進め方への提言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

図表 13　大学発ベンチャー企業数の推移

経済産業省資料もとに科学技術動向研究センターで作成

7   結　言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　光露光装置の液浸技術ブレイ

クスルー 14）や可変焦点液体レン

ズに見られるように、光学製品に

使われる材料は、ガラスにはじま

り、プラスチックを経て、液体を

活用するところまで来た。液体レ

ンズの開発は、Handling、組み立

てコスト、耐温度変化などを考え

ると、企業で取り組むにはリスク

が大きすぎるテーマであった。勿

論、待ち伏せ特許という考え方が

あって、アイデア段階だけで特許

化する場合もある。現に、液浸露

光については、譁日立製作所が遡

ること 1980 年頃に特許出願して

いる 14）。また、譁キヤノンから液

体レンズに関する出願もなされて

いる。

　しかし、収差補正など高い性

能が要求されるレンズへの応用と

なると、やはり、皮相なアイデア

だけでは本格的な技術にならず、

“Electrowetting”の物性的な現象

の物理学的解明が先立たねばなら

なかった。そのため、研究者の自

発的な知的好奇心を駆動力とする

大学の活躍が重要な役割を担うの

であり、大学は、本格的な技術シ

ーズの潮流をつくるよう期待され

ている。

　その一方で、デジカメの市場が

飽和し、カメラ付き携帯電話の市

場が新しい潮流となっていること

が明らかとなった。これらの技術

シーズの潮流と市場ニーズの潮流

がぶつかり合う潮目に、大きなビ

ジネスチャンスがある。実際、可

変焦点液体レンズ開発のプロジェ

クトは、フランスの大学発ベンチ

ャーと韓国サムスン社の連合のみ

ならず、巨大企業の老舗であるオ

ランダの Philips 社も推進してい

ることに注目すべきである。

　日本の産学連携はここ数年で体

制が整い、大学発ベンチャーの数
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的目標が達成され、いよいよ真価

が問われる段階に入った。企業で

辛酸を舐めながら実績を積んだ技

術者は、「完成度の低い研究は冗

談である」と言い切る。大学の研

究者は、ハイリスクな研究テーマ

に取り組めるというエキサイティ

ングな境遇に恵まれている。これ

まで以上に自らの技術のコア育成

につとめ、市場の新しい潮流に果

敢に足を踏み入れ、チャンスとみ

たらビジネス勝負に挑むべきであ

る。それは、経済がグローバル化

した今日にあっては、Varioptic

社の事例のように、その国の企業

が必ずしも強い国際競争力を持っ

ていない分野でも、質の高い大学

発ベンチャーが育つ可能性が十分

あるからである。

　一方、政府の機関や研究を管理

する大学内の機関は、研究資金の

助成や運営にあたり、ハイリスク

であってもスケールの大きいイノ

ベーションを狙う研究の保護者と

して、ある程度の期間長い目で功

を焦らず忍耐強く研究者の個性と

主体性を十分重んじる経営の仕方

が重要であると考える。
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